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エネルギー環境保全マネジメント研究部会のご紹介 2

SDGsやカーボンニュートラルが注目される中，エネルギー，廃棄物，生物多様性問題とICTの
活用に関する調査研究をマクロ的視点(政策・技術)とミクロ的視点(実務)の両面から実施。

※専門家の講演会を中心に月1回程度定例会を開催（第4火曜日17：00～18：30）

持続可能な環境社会に向けた行動指針とICTの活用

秋の18講座・秋の夜学校 ファシリティマネジメントフォーラム

2024年度 サステナビリティ経営の重要性とデータ活用

2023年度 脱炭素に向けた新たな展開と生物多様性 GX実現に向けた政策と石炭・原子力・バイオマスの新技術

2022年度
環境関連法とマスコミ報道からみた環境エネルギー分
野の最新動向

脱炭素と廃棄物処理における最新動向とデータプラット
フォームの必要性

2021年度 カーボンニュートラルとエネルギー政策の動向 エネルギーと廃棄物問題に求められるコスト負担と協調性

2020年度 持続可能性からみる地球環境の行方 持続可能性と新たな街づくり

2019年度 再生可能エネルギーを取り巻く最新動向 経営課題となった脱炭素・循環型社会・職場環境の動向

秋の18講座・秋の夜学校とファシリティマネジメントフォーラムでの発表テーマ



世界のサステナビリティ/ESG経営 3

●国連グローバル・コンパクト（UN Global Compact）＜2000年＞

国連と民間（企業・団体）が手を結び、健全なグローバル社会を築くための世界最大のサステナビリティイニシアチブ。

UN Global Compactに署名する企業・団体は、人権の保護、不当な労働の排除、環境への対応、そして腐敗の防止に関わる

10の原則に賛同する企業トップ自らのコミットメントのもとに、その実現に向けて努力を継続。2021年世界約160ヵ国、17,500を超

える企業・団体が署名。

●責任投資原則(PRI:Principles for Responsible Investment)＜2006年＞

国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）と国連グローバル・コンパクト（UNGC）が策定。環境や社会全体に利益をもた

らす持続可能な国際金融システムの達成を目指し、機関投資家等が環境（E:Environment）、社会（S:Society）、ガバナ

ンス（G:Governance）を巡る課題を投資の意思決定プロセスに組み込むことを提唱する原則。ESG課題への取り組みについて

報告書を原則毎年提出する義務があり、PRIによる評価が一定基準を満たさないと除名の対象となる。

●持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）＜2015年＞

国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載された，2030年までに持続可能でよりよい世界を目

指す国際目標。17のゴール・169のターゲットから構成。

●国際会計基準（IFRS）財団傘下のInternational Sustainability Standards Board（ISSB）＜2023年＞

国際的な議論やパブリックコメントを得て、2023年6月26日にサステナビリティ開示基準の「IFRS S1」と「IFRS S2」を公表



世界的な環境イニシアティブ 4

●CDP

英国の慈善団体が管理する非政府組織（NGO）で、投資家、企業、国家、地域、都市が自らの環境影響を管理するためのグロ

ーバルな情報開示システムを運営。対象は気候変動、水セキュリティ、フォレスト。

●SBT（Science Based Targets）

CDP、国連グローバルコンパクト（UNGC）、世界資源研究所（WRI）、世界自然保護基金（WWF）が共同で運営する国際

的なイニシアチブ。企業における温室効果ガス排出削減目標のことで、科学と整合した目標設定が求められる。

●RE100

企業の自然エネルギー100％を推進する国際ビジネスイニシアティブ

●EV100

企業による電気自動車の使用や環境整備促進を目指す国際イニシアチブ。

●EP100（Energy Productivity100％）

事業のエネルギー効率を倍増させることを目標とした国際イニシアチブ。

●TCFD

気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）。

企業等に対し、気候関連のリスクと機会に関してガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標について開示することを推奨。

●TNFD

自然関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Nature-related Financial Disclosure）。

企業等に対し、自然関連の依存、リスク、機会に関してガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標について開示することを推奨。



サステナビリティ課題への関心の高まり（資本市場・消費者市場・労働市場） 5

経産省サステナブルな企業価値創造に向けたサステナビリティ関連データの効率的な収集と戦略的活用に関するWG、
「サステナビリティ関連データの効率的な収集及び戦略的活用に関する報告書（中間整理）ー概要版ー」（2023年7月18日）



持続可能に対する投資（ESG投資）の状況

出典：The Global Sustainable Investment Alliance (GSIA), GLOBAL 
SUSTAINABLE INVESTMENT REVIEW 2020から作成
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※ヨーロッパでは2020年に
算出方法が変更となった
ため減少

世界全体として2018-2020年は15％，2016-2020年は55％という大きな成長率



SBTに参加する日本企業の認定数 7

環境省ホームページ https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/SBT_joukyou.pdf



日本のサステナビリティ/ESG経営 8

●年金積立金管理運用独立行政法人（Government Pension Investment Fund：GPIF）がPRIに署名＜2015年＞

●コーポレートガバナンス・コード改訂 ＜2021年＞

「プライム市場上場会社は、気候変動に係るリスク及び収益機会が自社の事業活動や収益等に与える影響について、必要なデータ

の収集と分析を行い、TCFDまたはそれと同等の枠組みに基づく開示の質と量の充実を進めるべき」という文章を追加

● 「プライム市場」に上場する企業のTCFD開示義務化 ＜2022年＞

●企業内容等の開示に関する内閣府令等の改正 ＜2023年＞

有価証券報告書等において「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記載欄を新設しサステナビリティ情報の開示が求められる。

●経団連自然保護協議会が2030年ネイチャーポジティブに向けたアクションプランを公表 ＜2023年＞

●サステナビリティ基準委員会（SSBJ）がサステナビリティ開示基準（SSBJ基準）案を公表 ＜2024年＞

2023年６月に最終化した国際基準（ISSB基準）を踏まえ、日本における具体的なサステナビリティ開示基準（SSBJ基準）を

開発中で、2024年３月に公開草案を公表。



サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関する検討（国内） 9

金融審議会総会、説明資料（サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関する検討）（令和６年２月19日）

①2023年３月期から有価証券報告書におけるサステナビリティ情報の開示を開始（個別具体的な基準はなし）。

➁サステナビリティ基準委員会（SSBJ）では、2023年６月に最終化した国際基準（ISSB基準）を踏まえ、日本
における具体的なサステナビリティ開示基準（SSBJ基準）を開発中で、2024年３月に公開草案を公表。

③SSBJ基準の適用対象については、グローバル投資家との建設的な対話を中心に据えた企業（プライム上場企業
ないしはその一部）から始めることが考えられる

④また、投資家からはサステナビリティ情報の信頼性の確保を望む声があり、国際的にも、当該情報に対する保証のあ
り方について議論が進んでいる。我が国において、サステナビリティ開示基準や保証制度を導入するには、法改正を
視野に入れた検討が必要であり、議論を始めていくことが重要



①サステナビリティ情報の「記載欄」の新設に係る改正 10

金融庁「｢サステナビリティ情報｣の開示」（2023年５月）



投資家・アナリストが期待する主な開示のポイント 11

金融庁「｢サステナビリティ情報｣の開示」（2023年５月）

【気候変動関連等】
• TCFD提言の４つの枠組み（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）に沿った開示は、引き続き有用
• TCFD提言に沿った開示を行うにあたり、財務情報とのコネクティビティを意識し、財務的な要素を含めた開示を行うこ
とは有用

• リスク・機会に関する開示について、一覧表で、定量的な情報を含めた開示を行うことは有用
• トランジションやロードマップといった時間軸を持った開示を行うことは、海外の気候変動に関する開示でも重視されてお
り有用

• サステナビリティ情報に関する定量情報について、前提や仮定を含め開示することは有用
• 実績値を開示することは、引き続き有用

【人的資本、多様性 等】
• 人的資本可視化指針で示されている2つの類型である、独自性（自社固有の戦略や、ビジネスモデルに沿った取組
み・指標・目標を開示しているか）と比較可能性（標準的指標で開示されているか）の観点を適宜使い分け、又は、
併せた開示は有用

• KPIの目標設定にあたり、なぜその目標設定を行ったのかが、企業理念、文化及び戦略と紐づいて説明されることは有
用

• マテリアリティをどう考えているのかについて、比較可能性がある形で標準化していくことは有用
• グローバル展開をする企業は、サステナビリティ情報の開示において、例えば、人権に関する地政学リスク等、ロケーショ
ンについて着目することも有用

• 独自指標を数値化する場合、定義を明確にし、定量的な値とともに開示することは有用
• 過去実績を示したうえで、長期時系列での変化を開示することは有用
• 背景にあるロジックや、前提、仮定の考え方を開示することは有用
• 人的資本の開示にあたり、経営戦略をはじめとする全体戦略と人材戦略がどう結びついているかを開示することは有用



➁サステナビリティ開示基準（SSBJ基準） 12

サステナビリティ基準委員会ホームページ https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/exposure_draft/y2024/2024-0329.html

2024年7月31日（水）まで公開草案に対するコメント募集中



（参考）IFRSサステナビリティ開示基準とは 13

国際会計基準（IFRS）財団傘下のInternational Sustainability Standards Board（
ISSB）は、国際的な議論やパブリックコメントを得て、2023年6月26日にサステナビリティ開示基準
の「IFRS S1」と「IFRS S2」を公表（日本語訳は2024年2月公表）。

IFRS S1は、企業が短期、中期、長期にわたって直面するサステナビリティ関連のリスクと機会につい
て投資家とのコミュニケーションを可能とするべく設計された一連の開示要求事項である。

IFRS S2は、気候関連の具体的な開示を定め、IFRS S1との併用を前提としている。

●IFRS （S1）／一般サステナビリティ開示事項
企業がサステナビリティ関連のリスクと機会を監視、管理、監督するために使用するガバナンスのプロセスや手順。
サステナビリティ関連のリスクと機会を管理するための企業の戦略
企業がサステナビリティ関連のリスクを特定し、評価や優先順位の決定、監視するためのプロセス
サステナビリティ関連のリスクと機会に関する企業のパフォーマンスや設定目標と、目標に対する進捗状況

●IFRS （S2）／気候関連開示事項
企業が気候関連のリスクと機会を監視、管理、監督するために使用するガバナンスのプロセスや手順。
気候関連のリスクと機会を管理するための企業戦略
企業が気候関連のリスクと機会を特定し、評価や優先順位の決定、監視するためのプロセス。
気候関連のリスクと機会に関する企業の実績及び、気候関連目標と進捗状況



「サステナビリティ関連データ・情報」とは 14

経産省サステナブルな企業価値創造に向けたサステナビリティ関連データの効率的な収集と戦略的活用に関するWG、
「サステナビリティ関連データの効率的な収集及び戦略的活用に関する報告書（中間整理）ー概要版ー」（2023年7月18日）



ISO 14001（JIS Q 14001）：環境マネジメントシステム 15

環境省総合環境政策ホームページ https://www.env.go.jp/policy/j-hiroba/04-iso14001.html

ISO 14001は、環境マネジメントシステムの要求事項を規定。
Plan-Do-Check-Act（PDCA）という概念に基づいて、環境マネジメントのレベルを継続的に改善

していく仕組み。

環境ガバナンスを組織の全体的なマネジメントシステムに組み込み、環境マネジメントを事業プロセスや
戦略の方向性に統合し，リスク及び機会に効果的に取り組むことができるよう、最高経営層の責任ある
関与を求めている。

組織は、ＩＳＯ14001の要求事項に沿った環境マネジメントシステムを構築し、規格への適合を自
己宣言するほか、外部機関による認証・登録を求めることが可能。 外部機関による認証・登録は、
JAB（公益財団法人日本適合性認定協会）が認定した認証機関が審査。

ISO14001は、事業者の経営面での管理手法について定めているものであり、具体的な対策の内容
や水準を定めるものではない。また、要求事項は一般的な記述となっており、具体的な対応方法は、個
々の組織に委ねられている。



環境省：サプライチェーン排出量

出典：環境省ホームページ https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/supply_chain.html
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EU: デジタルプロダクト・パスポート（DPP）の義務づけ 17

デジタルプロダクト・パスポート（DPP）とは、一意の製品識別子を介して電子的にアクセスできる一連の
製品情報を、提供すること。2022年3月に欧州委員会が発表した「持続可能な製品のためのエコデザイン
規則案」では、企業へのDPP導入が新たに義務付けられている。

野村総合研究所：令和4年度内閣府知的財産戦略推進事務局調査報告書「サーキュラーエコノミー・グリーントランスフォーメーションの進展を見据え、バリューチェーン・サプライチェー
ンにおけるオープンイノベーションの発展に対して顕在化するであろう知財・無形資産の諸課題の解決に向けた標準化されるべき仕組み・ルールに関する調査」（2023年3月31日）



経団連：自然保護協議会のアクションプラン

アクションプランでは、2030年ネイチャーポジティブへの貢献を目標に掲げ、①経団連自然保護基金による貢献、
②ネイチャーポジティブ経営の普及、③円滑なネイチャーポジティブ経営推進のための環境整備、④日本の取組み
発信・海外最新動向の把握を行うとともに、これらについて⑤PDCAを回していく。

https://www.keidanren.net/kncf/pdf/2030_action_plan.pdf

（参考）ネイチャーポジティブ：生物多様性の損失を止め、
回復軌道に乗せること。2030年までに「ネイチャーポジティブ
（自然再興）」を実現することが、2050年ビジョンの達成に
向けた短期目標

2030生物多様性枠組実現日本会議（J-GBF）のJ-GBFネイチャーポジティブ宣言
https://policies.env.go.jp/nature/biodiversity/j-gbf/about/

18



サステナビリティ関連データが持つ価値 19

経産省サステナブルな企業価値創造に向けたサステナビリティ関連データの効率的な収集と戦略的活用に関するWG、
「サステナビリティ関連データの効率的な収集及び戦略的活用に関する報告書（中間整理）ー概要版ー」（2023年7月18日）

サステナビリティ関連データが財務データと同等な価値がある時代になっている。



三位一体での活用（開示・規制対応・経営戦略）へ 20

経産省サステナブルな企業価値創造に向けたサステナビリティ関連データの効率的な収集と戦略的活用に関するWG、
「サステナビリティ関連データの効率的な収集及び戦略的活用に関する報告書（中間整理）ー概要版ー」（2023年7月18日）

サステナビリティ関連データを経営戦略に活かす必要がある。



サステナビリティ関連データの「収集」に関する課題と対応の方向性 21

経産省サステナブルな企業価値創造に向けたサステナビリティ関連データの効率的な収集と戦略的活用に関するWG、
「サステナビリティ関連データの効率的な収集及び戦略的活用に関する報告書（中間整理）ー概要版ー」（2023年7月18日）

サステナビリティ関連データを効率的に収集することが求められる。



SX（サステナビリティ・トランスフォーメーション）銘柄 22

経済産業省と株式会社東京証券取引所（以下「東証」という。）は、投資家等との建設的な対話を通じて、社会
のサステナビリティ課題やニーズを自社の成長に取り込み、必要な経営改革・事業変革によって長期的かつ持続的な企
業価値創造を進めている先進的企業を「サステナビリティ・トランスフォーメーション銘柄（以下「SX銘柄」という。）」とし
て選定・表彰し、変革が進む日本企業への再評価と市場における新たな期待形成を促す事業を開始。

※SX（サステナビリティ・トランスフォーメーション）とは、社会のサステナビリティと企業のサステナビリティを同期化させ、そのために必要な経
営・事業変革を行い、長期的かつ持続的な企業価値向上を図っていくための取組。



サステナビリティ経営の重要性とデータ活用 23

経産省サステナブルな企業価値創造に向けたサステナビリティ関連データの効率的な収集と戦略的活用に関するWG、
「サステナビリティ関連データの効率的な収集及び戦略的活用に関する報告書（中間整理）ー概要版ー」（2023年7月18日）

ESG投資・消費

サステナビリティ経営
経営戦略
規制対応
情報開示

データ収集体制



JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

ご清聴ありがとうございました
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